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【論説】
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ではなく、絶望的な「ディストピア」に陥った

環境とエコロジー
──科学技術の進歩と社会の発展の結果としての「奈落」──

竹村 典良
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Ⅰ　はじめに

科学技術の進歩と社会の発展は、人々に多大な利益と便利さをもたらした
ばかりでなく、自然環境とエコロジーに重大な損害、悪化、破壊を引き起こ
した。これらの環境犯罪・危害は、人類、他の生命、地球を危険に晒し、健
康に多大なダメージを与え、現代ならびに将来の世代に対して、「安心・安
全な環境で健全な生活をし、母なる地球を清潔に保つ権利」を侵犯した。

産業革命以降近年に至るまで、様々な種類の汚染、不法投棄、有害産業廃
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棄物の不法投棄・処理、違法伐採、絶滅危惧種の違法取引などがローカルな
レベルで行われてきたが、今日ではこれらはグローバルなレベルに拡大した。
同時に、環境・エコ危害・悪化・破壊は、赤道から両極（北極、南極）まで、
陸地から海洋まで、天空から地下まで、地球のあらゆる地域、さらには、地
球の周辺領域や地球外惑星まで拡散しており（宇宙ゴミ、地球外惑星での探
査など）、多数の人々がその悪影響を受け、生命や健康への危害が生じてい
る。環境・エコ被害、悪化、破壊に対する多様な国際条約・規制が採択され、
実施され、各国も何らかの対策を講じているが、それらは十分でなく、環境
の悪化と破壊を食い止め、危害や被害の発生を防ぐことに成功していない。

本稿では、第一に、多様なレベルにおけるいくつかの事例を分析・検討し、
これらの犯罪・危害の「逆説的な発生」の構造的メカニズムを明らかにする。
第二に、環境と生態系を悪化し破壊するのを阻止し、それらの被害と危害の
発生を防ぎ、「安心・安全な環境において健康的に生活し、地球及びその周
辺領域、他の惑星、宇宙空間を清潔に保つ権利」を確立し、維持するために、
具体的かつ実現可能な行動計画のための基本的なアイディアと原則を提示す
る 1）。

Ⅱ　蜂群崩壊症候群（CCD）、沈黙の春・不毛の秋、植物相・動物相の
カタストロフィ：グリーン犯罪の「バタフライ効果」は発生するか？

1．蜂群崩壊症候群（CCD）と沈黙の春・不毛の秋
国連環境計画（UNEP: United Nations Environmental Program）は、最

新の証拠に基づいて、生物多様性の六番目の大量絶滅が進行していると説明
する。生息域の消滅、害虫の侵略、汚染、過剰収穫、病気を主たる原因とし
て、過去 10 年間に、地球上の 1～10％の生物多様性が失われた。多くのフ
ルーツ、ナッツ、野菜、豆類、穀物は授粉に依存しているがために、自然の
生態系の営みが人間の社会にとって極めて重要であることは明らかである。
授粉は、野生の小さな動物（主たる蜂のみならず、多くの蝶、蛾、昆虫など
も）と商業的に管理された蜂によって行われる。大部分の地域において、蜂
は支配的かつ経済的に最も重要な授粉媒介者集団である（United Nations 
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Environmental Programme: 1）。1962 年に、Carson は「沈黙の春」（silent 
spring）を予測し、「不毛の秋」（fruitless fall）を警告した（Carson）。近年、
養蜂家は大量の蜂が原因不明で死ぬのを観察し、蜂が消失し続けている。他
の授粉媒介者は、大規模な穀物栽培に不可欠なため、トラックで長距離を移
動し、世界中を飛行機で飛び回り、崩壊の危機に直面している。過去数十年
の間に「授粉媒介者の危機」（pollinator crisis）は実際に起こっているので
あろうか、あるいは、このような関心はいま一つのグローバルな生物多様性
の減少の兆候であろうか（Jacobsen: 100–153; Neumann et al.; Porrini et al.; 
UNEP: 1; Pollination Services for Sustainable Agriculture; Potts et al., 
2010a, 2010b）。

研究者のいく人かは、世界中で観察される授粉媒介者の減少を導く様々な
要因を強調してきた。蜂群崩壊症候群（Colony Collapse Disorder）の単一
原因は存在せず、最近の個体群の減少は崩壊の危機まで弱体化した蜂コロニ
ーと共働する要因の連携によって生じる可能性があり、最新科学は免疫障害
を指摘する。この複雑な因果の最も重要なものとして、栄養上のストレス、
病原菌、殺虫剤が挙げられる。劇毒農薬の規制と段階的廃止は大部分のヨー
ロッパ諸国と北米における急性中毒の件数を減少させたが、複合農薬の汚染
は継続している。1990 年代に導入されて以降、浸透性ネオニコチノイド農
薬はグローバルな殺虫剤市場において急激に増加したがために、致死量の影
響は急性の影響と比べ研究も理解も進んでおらず、主たる関心となった。そ
の他の関心が持たれている農薬は、養蜂業者が病原菌をコントロールするた
めに用いる農薬、および、蜂には無害と考えられているが、最近ある種のネ
オニコチノイドと共同作用することが明らかになったある種の防かび剤であ
る（Pesticide Action Network North America: 2, 6–8; Decourtye et al., 
2010a）。

2．農薬エコロジー、統制と悪影響の複雑性
現在入手できる授粉媒介者の減少に関するグローバルなデータと知識は、

世界規模の授粉媒介者およびそれに関連する穀物生産の危機が存在すると結
論付けるのに十分ではない（Cameron et al.）。しかしながら、時には難解な
因果関係により、人間の活動とその環境に及ぼす影響は、ある種の生物種に
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は有害であるが、ある種の生物種には利益となる、と言えるであろう（Win-
free et al.）。授粉は無料のサービスではなく、それを保護し維持するために
は投資と管理が必要である。伝統的な管理コロニーを補完するために、新た
に自然の授粉種の研究、保護、管理に焦点が当てられなければならない

（UNEP: 12; Decourtye et al., 2010b）。
小動物のコロニーの複雑性、自然の小動物の統制、農薬の有害性に関する

新たな生態学的理解は、小動物の管理、人間の健康と環境の保護を同時に行
うより良い方法があるであろうことを示唆する。産業化された農業の長期的
持続可能性とそれに関係する環境に対する危害に対する関心は、小動物の統
制方法も含む農業システムの再評価に至るであろう。新たにエコ農業に焦点
を当てることにより、支配的な産業化された農業システムからより持続可能
なシステムへの移行のロードマップを定めることができる。生態学に基づく
小動物の管理についての構想は、農薬への依存を減じるのに必要な手段を提
供し、それに関係する危害を減じることができる。しかしながら、そのよう
な移行のための科学的基盤が存在するにもかかわらず、現代の環境法と農業
政策は現状維持と連動している。化学物質の投入に依存する農業システムか
ら生態学に基づくシステムに移行するためには、法と政策の変更が必要にな
るであろう（Angelo: 4）。

ここでは、環境毒物学的な影響の多様性から生じる社会的結果に焦点を当
てる。多様な環境毒物学ポートフォリオ（一覧明細表）により、個々の利害
関係者が独自の「科学的論証」を確認し、論争において自身の論証を反対の
立場から守ることができる。蜂コロニーの減少が数か国で報じられ、時々に
種子ドレッシング殺虫剤（seed-dressing insecticides）と関係づけられる。
欧州議会（European Parliament）は、2001 年 12 月以降、蜂群崩壊症候群
の問題を公式に認め、極度に長期の残留期間を有する全身殺虫剤（systemic 
insecticide）が耕作可能な種子コーティング（arable seed coating）で使わ
れ、コロニーの大規模中毒が発生し、蜂個体群に極めて重大な損害が発生し
ている、と明言する。フランスにおける議論の最中に、環境状態のバイオイ
ンジケーターとしての蜜蜂の役割が強調された。ある研究によれば、蜜蜂は
他の昆虫と比べより早く環境汚染に反応する傾向がある。蜂蜜の解毒遺伝子
ファミリの大きさは比較的小さく、ある種の殺虫剤に対して非常に敏感に反
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応する。蜜蜂の消失は他の昆虫相、そして、植物、鳥類、他の生物種に対す
る危害の「警鐘」と解釈できることが強調されなければならない（Europe-
an Environment Agency, 2013a: 392–394）。

このようなコンテクストにおいて、社会的関心は当面の問題と関係する研
究指針を確立するために極めて重要である。授粉媒介者として、蜜蜂は野生
植物の生存に生態学的な影響を有している。また、蜜蜂が人々に与える影響、
とりわけ、多数の果物や野菜の自然授粉の経済的価値は重要である（Euro-
pean Environment Agency, 2013a: 393）。多様な要因とそれらの複雑な因果
関係は増大するカタストロフィを導くであろう。授粉種の研究、保護、管理
に新たな焦点が当てられるべきである（Takemura, 2016a）。

Ⅲ　海洋に浮遊・漂流・沈殿するマイクロプラスティックによる海洋環境
の汚染：海洋生物、生態系、人間の健康に対する潜在的脅威

1．海洋に存在するマイクロプラスティックによる海洋環境汚染
今日、プラスティックごみは、廃棄物を管理する基本設備が不十分な途上

国の海岸地域ばかりでなく、大きなプラスティック物質が徐々に分解して生
み出されたマイクロプラスティック微粒子（1 ミリ以下から 5 ミリまで）が、
風による海洋表層の循環により遠隔地に拡散するがために、世界中の海洋ま
でも海洋環境に影響を及ぼす最も深刻な問題となった。科学者と人々の認識
の高まりは、海洋生物によって飲み込まれたプラスティックの影響、海岸に
蓄積するプラスティック、遠洋の海流ごみ旋回地（gyres）に対する関心を
呼んでいる（Thevenon et al.: 9; Allsop et al.）。

浮遊プラスティックごみが海洋生物と生態系に何らかの悪影響を及ぼすこ
とはよく理解されているが、海洋にあるプラスティックの分量、出所、移動
経路、蓄積、運命に関する正確な情報は存在しない。海洋プラスティック汚
染の最も明白で生態系を破壊する影響は、何百という海洋生物の飲み込み、
窒息死、絡まりである。浮遊プラスティックは、現在最大量の海洋ごみであ
り、土着（原産）でない外来海洋生物の運搬に寄与し、海洋生物多様性と食
物網（生態系全体における食物連鎖体系）を脅かしている。これらの浮遊微
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粒子は、汚染された海水中に長期存在する間にその海水面に有害汚染物質を
蓄積し、環境汚染の集中源となり、食物網に蓄積する有害汚染物質の媒介者
として作用する（汚染物質の生物濃縮）（Thevenon et al.: 9; Darraik; Erik-
sen et al., 2013, 2014; Cole et al.）。

要するに、プラスティック汚染に関連して地球規模で現れている環境・経
済・健康危機は、国際的な注意を必要とする。プラスティックが海洋に流入
するのを阻止するために地域的ならびにグローバルな行動をしなければなら
ない。海洋に存在するプラスティックの類型と分量をモニターし、プラステ
ィック汚染が海洋環境・生物・生態系に与える影響をしっかりと評価するこ
とが緊急に必要である（Thevenon et al.: 9; Moore et al.; Decker）。

2．海洋プラスティックごみ、有毒化学物質、食物網の相互作用に関する
動力学と熱力学における「不確実性」と「複雑性」

Engler は、プラスティックの製造工程で化学物質が付加され、プラステ
ィックごみが有毒化学物質の発生源として作用する「不確実性」と「複雑
性」を説明する。また、プラスティックは、ポリ塩化ビフェニル（PCB: po-
lychlorinated biphenyl）やダイオキシンのような、持続性、生体内蓄積性
および毒性のある化学物質（PBTs: persistent, bio-accumulative, and toxic 
chemicals）を水や堆積物から吸収するため、プラスティックごみは有毒化
学物質のたまり場として作用する。これらの持続性、生体内蓄積性および毒
性のある化学物質（PBTs）は、プラスティックが海洋生物に飲み込まれた
時に、脱着されることがある。現代の研究を概観すると、相互作用の動力学
と熱力学には重要な不確実性と複雑性が存在するが、プラスティックごみは
持続性、生体内蓄積性および毒性のある化学物質を水から食物網へ移動させ
る媒体としての役割を務め、人間も含む海洋食物網のリスクを高める可能性
がある、という示唆が得られる（Engler: 12302; Rochman）。

伝統的なプラスティックが環境の中で残存する期間は明らかでないが、十
年間における数パーセントのカーボンロスと同様に緩慢であろう。プラステ
ィックの物体は、本質的な化学分解することなく、漸次より小さくより数多
くの微粒子に分解する。また、海洋ごみに関する研究の大部分は浮遊プラス
ティックごみに焦点を合わせるが、すべてのプラスティックが浮遊するので
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はないことを認めることが重要である。物質の密度と閉じ込められた空気の
存在により、海洋ごみは浮遊あるいは沈下のいずれかが決まる。プラスティ
ックごみは、一定時間海洋を浮遊すると、海藻などの海洋生物が大量に付着
する。その結果、プラスティックごみが水中のあらゆるところで発見される
ようになるが、その大部分は海洋の表層近くに集中している（Engler: 
12302; Seltenrich）。

海洋ごみ問題に取り組むという課題の中で最も影響があるのは、ごみの産
出場所が不明であることである（浮遊中の喪失、ごみ・不適切な処理）。い
ま一つ重要な課題は、海洋ごみが世界中にその起源があるがために、一国の
活動は有益であるが、海洋ごみ問題を解決することはできないことである。
地球上のどこかで放出されたごみは、表層海水によって遥かに離れた海洋に
運ばれ、海底に沈殿する。その上、プラスティックごみはあまりに広範に拡
散するがために、効果的に浄化することができない。「太平洋ごみベルト」

（Great Pacific Garbage Patch）においてさえ、１平方キロメートル当たり
の海洋に数キログラムのプラスティックが存在するだけである（Engler: 
12309; Teuten et al.）。

3．海洋生物、生態系、人の健康に対する潜在的脅威
毎年、大量のプラスティックごみが海洋に流入し、ゆっくりと分解し、

「収束地域」（convergence zones）に蓄積する。科学者は小さなプラスティ
ック破片（マイクロプラスティック）が環境に及ぼす影響に関心を持ってい
る。海洋において化学物質と生物を運搬する媒介者としてのプラスティック
の役割についての現在までの理解は不十分であるが、海洋生物、生態系、人
の健康に対する脅威となっている（Kershaw et al.: 21）。

以上のように、プラスティックごみは、海洋の生物相と野生生物に対して、
直接あるいは間接的に多大で有害な影響を及ぼす。プラスティックごみの吸
収と絡まりに関連する問題には、誤ってプラスティック廃棄物を捕食する動
物による特定のプラスティックの飲み込み、それより少ないが、消化器官に
小さなプラスティックの粒を持つ魚や他の獲物の消費が含まれる。海洋環境
におけるプラスティックごみの蓄積は生息地の環境を悪化する一方で、浮遊
プラスティックは新しい生息地を創り出し、侵略的な外来生物を遠隔地に運
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搬する。また、プラスティックは、製造過程でポリマーに付加される有害物
質を含有する。その上、海洋プラスティックは、海水面に有毒汚染物質を蓄
積し、化学的汚染物質の潜在的な移動媒介者の役割を果す。プラスティック
による汚染は海洋生物相に対する重大な脅威であるとますます認識されるよ
うになっているが、海洋プラスティックごみが海洋生物、食物網、コミュニ
ティーの構造、生態系に及ぼす影響については理解が不十分である（The-
venon et al.: 27）。

要するに、プラスティックごみと関係する化学物質の生体内蓄積、および、
動物プランクトンから頂点にある捕食魚類までの生物に及ぶ潜在的影響に焦
点を当てる科学的研究は増加している。不注意によるプラスティック物質の
飲み込みは、汚染された海洋に生息する海洋生物に対する脅威であり、マイ
クロプラスティックが豊富に存在する汚染海洋に生息する魚類や海産物を消
費することに対して公衆衛生が関心を抱いている（Thevenon et al.: 33）。海
洋環境の汚染は現世代ばかりでなく次世代、未来の世代にとっても深刻かつ
潜在的な脅威であることは確かである（Takemura, 2016b）。

Ⅳ　高レベル放射性核廃棄物の地層処理という致命的遺産

1．核廃棄物の深地層保管・処分
高レベル放射性核廃棄物は極めて危険で、永久かつ安全に貯蔵することが

できる施設は世界中どこにも存在しない。2015 年 11 月、30 年以上の努力の
後、フィンランド政府は初めてオルキルオト（Olkiluoto）に「深地下貯蔵」

（deep underground repository）施設を建設することを認可した。同様に、
現在、スウェーデン政府はフォースマーク（Forsmark）に施設を建設する
ライセンスについて議論している。フランスでは、放射性廃棄物管理機関で
ある ANDRA（Agence National pour la Gestion des Déchets Radioactifs）
が 2017 年にビュール（Bure）に施設を建設するライセンスを申請すること
を予定していた（Gibney）。これは 2018 年末まで延期されたが、その後の
情報は得られていない。

しかしながら、高レベル放射性核廃棄物は貯蔵場所が重要な問題である。
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大部分の国々は深層地下管理を利用しておらず、使用済核燃料を地上にある
一時的な貯蔵施設に貯蔵している。ドイツでは、数十年にわたりゴアレーベ
ン（Gorleben）の岩塩層への貯蔵が研究されてきたが、2000 年に政府は作
業を中止した。米国では、1987 年にネヴァダ州のユッカ山（Yucca Moun-
tain in Nevada）を貯蔵場所として選択したが、2010 年に政府は計画を廃止
することを望んだ。日本、イギリス、カナダでは、政府が深地層保管施設を
建設する計画を公表したが、建設場所を選定する茨の道が始まったばかりで
ある（Gibney; Greenpeace）。現在、核廃棄物の処分方法についての研究が
続いているが、大部分の国々は永久的な地下貯蔵が最善策であると同意して
いる（Irvine: 58–61）。

ここでは、グリーン犯罪学の視点から、以下の問題が検討される。10 万
年にわたる深層地下核廃棄物貯蔵により、そのような長期間、核廃棄物をト
ラブルも事故もなく安全に保管することができるであろうか。高レベル核廃
棄物の地層処分にはどのような問題性があるのであろうか。

2．地下の「不確実性」と「複雑性」
地層処分には本質的な不確実性があり、将来的に放射性核種が環境に放出

されないという保証はない。「不確実性」と「予測」という重大問題が提起
され、議論される。

多種多様な要因が存在するため、地質学的時間の経過に伴う貯蔵の反応を
予測することは困難である。なぜなら、貯蔵の環境的・化学的条件は時間の
経過とともに変化するからである。この不確実性は、放射性熱水パッケージ
を複雑な地質環境に挿入することによってもたらされる 10 万年以上にわた
る相互作用を予測することの困難性から生じる。また、特徴、出来事、過程
についての知識も絶えず変化するがために、長期間には、そのような要因は
初期の予測から逸脱し、予想外の結果を惹起する可能性がある（Macfarlane 
et al.: 394–395; Wallace）。

高レベル放射性廃棄物の深層処理には、解決困難な多数の問題がある。四
相（建設、運転、一時的変動、長期間）の中で、とりわけ後二者は著しく解
決困難な期間である。廃棄物はいまだ熱を発生し、著しくゆがんだ水圧・力
学状態は平衡状態に戻ろうとする。システムに閉じ込められた酸素は化学反
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応を起こし、保管場所の中で微生物の活動を高める。すべてのこれらの過程
の分析は、それらの複雑性を強調し、この相を実験室で研究する際に直面す
る諸問題を提示する。重要な問題は時間に関連する。熱パルスが数百年ある
いは数千年継続し、粘土層岩盤の低い透水係数のために再飽和プロセスに遅
れが生じる。数万年から数十万年経過しなければ総平衡には到達しないであ
ろう。貯蔵地の長期的な状態変化は、安全条件と貯蔵地の性能を評価するた
めの最も重要な特性であるが、地下実験室におけるいかなる実験もこの相を
適切にシミュレートすることはできない（Pusch et al.: 297–298）。

要するに、廃棄物の危険可能性から起こりうる影響を抑制するための基本
的なアプローチは存在するが、潜在的危険を完全に取り除くことができる方
法は存在しない。いわゆる安全は、回顧的に収集された経験データおよび
個々の時点における限られた知識に基づいているだけである。長期的安全の
正確な証明は、現代の知識からすれば、今日あるいは予見できる未来にも科
学的に提供されることはできないであろう（The Greens/EFA in the Euro-
pean Parliament: 29–30）。

3．将来世代のための致命的遺産あるいは安全な貯蔵
核の専門家の間には、地層貯蔵により核廃棄物を安全に処理することがで

きるという国際的なコンセンサスがあるが、高レベル廃棄物の受け入れを許
可された地質学的処理施設は１つ存在するだけである。技術的問題と地質学
的貯蔵の長期にわたる反応の予測に関連する不確実性は、課題であり続ける
であろう（Macfarlane et al.: 4）。

システムとモデル化のレベルにおいて、自然システムが地層処分の考え方
の中心であるように、地質学システムの反応のモデル化における、とりわけ
時間的（数百、数千年間）ならびに空間的（数十キロメートル規模）間隔の
ために不可避で本質的な「不確実性」の原因が説明されなければならない。
私たちは高レベル核廃棄物処理とその長期的解決方法の問題に立ち向かわな
ければならない。地層処分が最善の解決方法であるとしても、この戦略を支
援するために必要な学際的な科学の「複雑性」と「不確実性」を理解するよ
う努めなければならない（Macfarlane et al.: 5）。

他方、政策レベルにおいて、公共政策は複雑な課題であり、多数の技術的
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ならびに社会的パラメーターについて検討することが求められる。高レベル
核廃棄物処理のための政策は多面的問題であり、多数の内的連関を有する諸
問題を解決しなければならない。高レベル廃棄物処理のような状況において、
失敗は現在ならびに将来の地球の生命に深刻な影響を与えるがために、政策
の成功を包括的に評価することがきわめて重要である。10 万年以上の長期
間にわたる地球物理学的な出来事の未来予測は不可能であるがために、関連
リスクを評価することは極めて困難である（Rana）。

要するに、高レベル放射性廃棄物の深地層貯蔵・処理には、多数の解決し
なければならない問題点がある。四相（建設、運転、一時変動、長期）の中
で、とりわけ後二者が解決するのに難しすぎて解決できない。最新技術の本
格的規模の実験が進行中であるが、地層貯蔵・処分には本質的な不確実性が
あり、将来、放射性核種が環境に放出されないという保証はない。「複雑
性」と「不確実性」の重大な問題が提起され、議論し続けられるであろう。
問題は「あまりに複雑すぎ、不確実すぎる」（Takemura, 2017）。

Ⅴ　ウユニ湖（ボリビア多民族国家）の環境・生態系を犠牲にするリチ
ウム採掘：「クリーンエネルギーのための汚れたビジネス」はボリビア
を「呪縛」から解放するか？

1．リチウム採掘と水危機
リチウムは、電子機器（例、スマートフォン、PC、電気自動車など）、に

用いられる効率の良いバッテリーに不可欠な材料である。そのにわか景気の
需要は、世界の偉大な奇跡の一つであり、世界のリチウムの 70％を埋蔵す
るとされるウユニ湖（ボリビア多民族国家）を汚染の脅威に晒している。ボ
リビア政府はリチウムを採掘し、自国内に製造工業を創り出そうとしている
が、その計画は社会的・環境的コストに関する認識に欠けている。ウユニ湖
周辺の水不足を無視しているため、リチウム工場による大量の水の消費が先
住民社会からキノア栽培や牧畜のような伝統的な収入手段を奪う虞がある

（Ströbele-Gregor, 2012, 2013; Poma et al.）。
ボリビアにおける激しいリチウム争奪戦で見失われているのは、環境に対
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する真摯かつ現実的な関心である。裕福な先進国にクリーンな（排気ガスの
ないあるいは少ない）自動車を供給するという名目のために、ボリビアの美
しく稀な地形のウユニ湖が荒廃地になり果てるおそれがある。南西ポトシに
おけるリチウム開発のための環境戦略の妥当性に対して、ボリビアのいくつ
かの環境団体により疑念が寄せられている（Hollender et al.: 5）。それらに
よると、リチウム開発は大規模な水危機を惹起する虞がある。この地域は、
すでに深刻な水不足の被害を受けており、キノア農家、リャマ飼育者、観光
産業、飲料水の水源に影響が出ている。ボリビア政府当局者はリチウム・プ
ロジェクトに要する水の量は少量であると主張するが、その見積もりはきわ
めて限定されかつ不完全な情報に基づいている。大気、水資源、土壌の汚染
も重大な問題である。年間予定３～４万トンのリチウムを生産するのに、大
量の有毒化学物質が付加される。化学物質の浸出、流出による漏出、あるい
は、大気への排出は、地域社会や生態系を脅威に晒す危険性がある。しかし
ながら、ボリビア政府当局者はこれらの危機を真摯に受け止めず、環境保護
のための政府システムは不十分である（Hollender et al.: 5–6）。

要するに、リチウム開発が環境に及ぼす影響はあまりに甚大であるにもか
かわらず、政府はこれらのリスクに十分な注意を払っていない。とりわけ、
将来の世代のために、これらのリスクに真摯に取り組まなければならない。

2．リチウム産業はボリビアを「呪縛」から解放するか？
ボリビアのリチウム産業は絶え間なく搾取されて来た国家の希望であるが、

リチウム生産がウユニ湖の虚弱な生態系に多大な影響を及ぼす虞がある。リ
チウムを採掘するために、塩水床、蒸発乾燥池が利用され、その後、残され
た塩が再投入される。この方式は、この地域の住民が農地の灌漑に使用する
河川の塩分濃度を高める。環境保護者は、極めて有害なリチウム水酸化物が
生成されるリチウムと水の非意図的な結合に対する関心を高める。この結合
は、ウユニ湖がしばしば氾濫する雨期に生じる傾向がある。さらに、ウユニ
湖の虚弱性は、リチウム採掘の環境的関心を高める。グローバルな自動車需
要の 10％を充足するために大量のリチウムを採掘することにより、形成に
数千年を要した自然の驚異に不可逆で広範なダメージを惹起する虞がある

（Doyle: 13–14; Alimonda）。
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しかしながら、ボリビア新憲法は水に対する権利、先住民族がそれぞれの
慣習に基づいて水システムを管理する権利を明示しているが、ウユニ湖周辺
の水不足リチウム戦略において著しく無視されている。リチウム工場におけ
る大量の水消費は、先住民社会からキノア栽培や牧畜のような伝統的な収入
手段を剥奪する虞がある。リチウム生産のために、自然な水循環を破壊し、
有毒化学物質により土壌を劣化させることにより、ウユニ湖周辺の先住民が
それぞれの地域に住み続けることができなくなる。憲法で保障されている清
浄な自然環境権と先住民支配地域の自治権は無視されている（Anlauf: 28; 
Böhm; Perreault）。

要するに、ボリビアでは、最新技術を用いるリチウム採掘とその生産のた
めの工業化は、旧態依然の変わらない「自然の奪取と土壌汚染」を惹起した

（Goyes et al.）。国家企業戦略と社会経済構造は環境破壊と過剰搾取を導く
環境を創り出している。

3．リチウム産業と環境汚染の交換
ウユニ湖とその周辺地域は、動物、鳥類、食物の命が豊富である。ほとん

どの地元の植物は、現在でもコミュニティーにおいて医療目的で使われてい
る。ウユニ湖は、世界の６種類のフラミンゴのうち 3 種類の故郷であり、洪
水の季節には繁殖地になる。ウユニ湖水域は人と動物の命にとって重要であ
るがために、湿地保護のための国際条約であるラムサール条約（Ramsar 
Convention）によって保護されている。リオ・グランデ（Rio Grande）の
デルタ地帯は、そこからの排水がウユニ湖の再生に極めて重要であり、コン
サーベイション・インターナショナル（Conservation International）によ
ってグローバル生物多様性ホットスポット 34 地域の一つとして分類されて
いる。このデルタは年間を通じて存在し、鳥類、野生・飼育動物が利用する
ラグーンを形成する（Hollender et al.: 41）。

これらすべてが、この地域における大規模で、水を利用する産業により、
環境の混乱に陥る虞がある。この地域におけるリチウム産業化計画はすでに
過剰に取水している水の供給にストレスを加えることになるため、この地域
における水不足の増加は、地域の住民、および、働き、農作業し、居住し続
ける能力に悪影響を及ぼすことは確実である（Hollender et al.: 41, 51）。
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要するに、全体としての生態系はすでに汚染され、ますます悪化し破壊さ
れるであろうが、政府はウユニ湖とその周辺地域における重大な環境被害に
関する警告にほとんど注意を向けない。リチウム資源から得られる利益を追
い求め続けるならば、ボリビアは全生態系の破壊に至るであろう。ボリビア
における正義のための闘争は終結には程遠く、より公平な政治的経済的社会
システムを構築する取組みは、形式的な政策ではなく、市民社会に包括的な
形態の社会組織も参加するものでなければならない（Takemura, 2018a, 
2018b）。

Ⅵ　アフリカ最高峰キリマンジャロ周辺地域における気候変動・社会
経済システムの不安定化・暴力的紛争の連鎖

1．東アフリカにおける気候変動、食糧不安、移住、紛争
気候変動は環境劣化・破壊を惹起し、天然資源ばかりでなく人間にも影響

を及ぼす。生活システムの競合は生存手段をめぐる厳しい競争を余儀なくし、
社会的緊張と暴力を惹起する。環境劣化に起因する移住は、ホストコミュニ
ティーにおいて縮減する資源をめぐる競争および暴力の原因となる。旱魃と
洪水は異常気象の具体例であり、気候変動の下に分類され、人々の生活、と
りわけ、農業生産とそれに関係する食糧安全保障に対する重大な影響によっ
て特徴づけられる。「アフリカの角」（Horn of Africa）における旱魃の悲惨
な状況はよく知られており、予想よりも早く悪化が進んでいる。著しく不安
定で平均以下の降水量の結果として大規模な食糧不安、栄養失調、家畜の状
態の悪化、国境内外における人々の大量移動が生じている。

アフリカの角における最近の旱魃は、イエメン、ソマリア、ケニア、南ス
ーダン、エチオピアの各国にわたる約二千万の人々の生命の脅威となり、
1970 年代、1980 年代におけるサヘル地域（サハラ砂漠以南のアフリカ諸
国）の飢饉を思い出させる。より最近は、アフリカの角では 2010 年から
2011 年にかけて長期間の旱魃を経験した。この地域の気候はインド洋にお
ける海面温度の変動の影響を受ける。太平洋におけるエルニーニョとラニー
ニャと類似して、東アフリカ海岸沖とインドネシア海岸沖の海面温度も寒暖
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の変動をする。東アフリカ海岸沖の海面温度が低い場合、水の蒸発が少なく
なり、この地域の内陸部に雨を運ぶ北東貿易風が弱まりあるいは皆無となる

（Greenpeace Germany: 26–27）。
過去数十年のアフリカ大陸における旱魃は、発生頻度が高まったばかりで

なく、より長期間継続するようになった。旱魃の再発間隔が短くなると、最
新の旱魃から回復し、次の旱魃に備える人々の力が弱まる。イエメン、ソマ
リア、南スーダンにおけるように、極端な気候イベントに暴力的な紛争が加
わると、自身と家族の何らかの保護と食糧支援による延命を求め、人々は難
民キャンプに到達しようとする（Greenpeace Germany: 26–27; Besada et 

al.; Afifi et al., 2012; Tsuma; Leroy et al.; Cervigni et al.）。

2．ケニアにおける気候変動、移住、天然資源争奪
1960 年代以降、アフリカでは温暖化傾向が強まり、特定の地域では他の

地域よりも著しい温暖化を経験した。ケニアでは一般的な気温上昇を経験し
たばかりでなく、とりわけ、牧畜が支配的な北部ケニアでは、蒸発率が高く
地表水が減少した。過去において、牧牛業者は水と牧草を求めて移動したが、
本拠地とする放牧地域が度々旱魃に襲われる傾向が強まったために、通常の
移動地域を超えて支配領域外に移動する危険を冒すことを余儀なくされた。
移動の途中で、移動者たちは、支配地域内の資源を守ために侵入を阻止する
敵対的コミュニティーと遭遇する。これにより、乾燥あるいは半乾燥地域に
おいて、絶え間ない紛争と移動が生じる（ICCA: 2）。

ケニアでは、国土の僅か 20％が耕作可能地であり、北部、北東、南部の
大部分の地域は乾燥・半乾燥の土地であり、とりわけ、牧草と水資源をめぐ
る紛争が絶えない。これらの地域は予測不可能で非平衡な気候状況にある。
これを背景とし、遊牧的な牧畜が支配的な生活システムである。適応・対処
方法としての移住は、減少しつつある天然資源ベースをめぐる競争になる。
欠乏はコミュニティー間の暴力的な紛争を生み、移住を引き起こす。最近で
は、牧牛業者の移住が増加し、競争が激化し、重要な資源へのアクセスをめ
ぐる紛争が生じている。このようなコミュニティー間の紛争は、土地と水資
源の減少、牧牛業者の移住ニーズを考慮せずにコミュニティーの境界を定め
るような制度的欠陥、および、その他の社会政策的、経済的、文化的要因に
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よって悪化してきた（ICCA: ix; Afifi et al., 2014）。
大部分の紛争が資源をめぐる北部ケニアでは、気候変動と暴力的紛争の関

係が新しく生まれつつある。森林の減少における生育種の構成の変化に反映
しているように、土地利用が著しく変化したのは明らかである。また、過去
10 年間において、3 ～ 5 年とより短い間隔になった旱魃の頻発に証明される
ように、降水量は気候変動と関係する。旱魃が紛争を惹起し、紛争はコミュ
ニティーの移動、生活基盤の喪失、移住に至る。新たな居住地を求める移住
は、絶え間ない紛争の繰り返しとなり、さらなる移住を余儀なくされ、紛争
と移住の悪循環が生まれる（ICCA: ix–x; Masih et al.）。

要するに、ケニアの気候及び土地状況は、乾燥・半乾燥地域の大多数の居
住者を気候変動のような災害の影響を受けやすくした。過去 10 年間、ケニ
アにおいて頻発する激烈な自然災害は多数の人々に影響を及ぼした。主とし
て気候変動による天然資源の減少は、紛争を激化し、移住を余儀なくし、両
者の悪循環の原因となっている。

3．非線形関係の批判的説明：気候変動、移住、紛争、不安定、カタストロフィ
気候変動と環境被害は「転換点」（tipping point）に接近しつつある（Hig-

gins et al.）。以下では、これに関係する諸説を検討する。
Agnew によれば、気候変動は、複数のメカニズムを通じて、希少な資源

をめぐる集団間の競争の増加が最も重要である紛争の一因となる。そのよう
な紛争は、多様な方法で、犯罪と有害な行為を増加させる（Agnew: 34–35）。

また、Burrows と Kinney によれば、気候変動、移住、紛争の潜在的な関
係は、過去数十年にわたり学界で議論されてきた。しかしながら、気候変動
と紛争に対する関心が高まっているが、気候変動、移住、紛争の関連経路に
関する「不確実性」が残されている。この不確実性は、気候変動の予測に本
質的な「複雑性」によって、部分的に惹起される。それは、人口の増加と移
動の正確な予測、紛争の発生の確認、他の安定的・不安定的な諸力と関係す
る紛争の原動力としての気候と移住の重要性の決定という数々の難問によっ
て促進される。これらの難問と本質的な不確実性にもかかわらず、気候変動、
移住、紛争の間の可能な関係をよりよく理解するために、将来さらなる研究
がなされることが期待されている（Burrows et al.: 1）。
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さらに、Baldwin によれば、気候変動、移住、人権に関する知識は普遍的
でなく環境条件に依存する。気候変動は差し迫った問題であるが、人権法の
観点からその移住の影響について対処するのは極めて特殊で政策的に困難な
仕事である。この知識の「偶発的」性質を理解することは、責任ある行動の
意味を拡張するがために重要である。そこでは、この形態の知識が気候変動
による移住という影響に対処するのに本当に最適であるかどうか、あるいは、
先住民の知識のような他の形態の知識も同様に困難な仕事に対処できるのか、
という疑問が提示される。今日、世界で生きるということは何を意味するの
か、あるいは、グローバルで根本的な環境変化の淵に立つ時、どのような種
類の生活が可能か、気候変動は私たちが根本的な問いをすることを求めてい
る。これらの問いに対する解答は、私たちが現代的と考えているものと同義
ではない人間の生活の経験の中に見出せるであろう（Baldwin: 224; Crank 
et al.: 89–114）。

最後に、ケニアでは、天然資源への依存度が高く、気候変動に関連する影
響に対処する適応能力が低いため、既存の気候変動に弱く傷ついている。乾
燥・半乾燥地域における頻繁かつ長期化した旱魃と突発的洪水のような気候
変動の影響に対するレジリエンス（弾力性・回復力）を構築することが何よ
りも優先されなければならない。

移住、移民は、気候変動との深刻な最終段階の闘い、気候変動抑制に関す
るパリ協定（Paris Climate Agreement）の目標の敏速な達成、化石燃料の
段階的廃止の促進、の警告として理解されなければならない。どれくらいの
数の人々が、長期移住を強いられ、スラム、一時避難所、緊急シェルターに
何年も生活し続けるのか、信頼できる数字は存在しない。グローバルサウス
や国境地帯には環境移民が多数存在している。地球温暖化がさらに進んだ場
合、移民の流れがどう変化するかは予測できない。気候変動と環境の劣化の
著しい影響を受けた人々の不安定な生活環境は、彼らをより良く保護するた
めに最大限の努力がなされなければならないことを示している。将来におい
ても、地球は気候変動を一因とする自然災害を経験し続けるであろうが、温
暖化ガスの排出のように気候変動に対する責任が最も少ない貧しい地域の最
貧層が最大の被害を被っている。最早、このようなカタストロフィの出来事
を無視することは許されない（Takemura, 2019a）。
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Ⅶ　宇宙グリーン犯罪学：「宇宙資本主義」批判

1．新ゴールドラッシュ「宇宙採掘」：宇宙資本主義の黎明
地球における天然資源の枯渇が問題として認識されるにつれ、宇宙空間で

入手できる資源に注目が集まり始めた。例えば、金属を含む小惑星は、数
十億トンの鉄、数百万トンのコバルト、ニッケル、プラチナを供給する可能
性 を 秘 め て い る（Committee on the Peaceful Uses of Outer Space [CO-
PUOS], 2017a; McKay et al.: 220–229）。多数の科学者によれば、宇宙採掘は
数十年以内に実現するであろう。宇宙空間は、大量の資源が発見されること
を期待する多数の国々にとって、前途有望な目的地である。現在、国家ばか
りでなく民間の採掘業者も宇宙採掘に関心を抱いている。米国政府とルクセ
ンブルク政府は、宇宙採掘プロジェクトに資金を提供し、宇宙採掘を合法化
する立法を是認し、民間企業が宇宙空間に存在する物質を所有・売買・移動
することを認可することを企図している。しかしながら、これらは、「月そ
の他の天体を含む宇宙空間の探査及び利用における国家活動を律する原則に
関する条約（宇宙条約）」（Agreement Governing the Activities of States 
on the Moon and Other Celestial Bodies）のような国連条約に違反するこ
とは避けられない。なぜなら、これらの条約は宇宙空間の平和を守るために
宇宙の資源や惑星を所有することを禁止しているからである（Committee 
on the Peaceful Uses of Outer Space [COPUOS], 2017a）。

Pelton によれば、宇宙採掘企業は、実験や技術開発の理念段階から現実
のビジネスの形成の段階に移行しつつあり、宇宙における資源獲得の能力を
現実化しようとしている。現実の被雇用者が存在する現実の会社が存在し、
資源を渇望する世界に資産を投入しようとする現実のヴェンチャー企業を支
援するための実資本を増額している。これらの活力に満ちた新宇宙商業活動
は、21 世紀末には次第に一般化する化石燃料エネルギーの置き換えと天然
資源不足の支援の要となるであろう。宇宙資源にアクセスすることができな
ければ、過剰な人口と資源不足のために、地球とグローバル経済は消滅する
であろう（Pelton: 91）。有名企業の一つである Deep Space Industries は、
将来における鉱物と氷の採掘の有望地を調査するために、小衛星を打ち上げ
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ることを目指している。また、他の企業である Planetary Resources は、採
掘に適した小惑星の分析をするための望遠鏡の開発を目的としている（Com-
mittee on the Peaseful Uses of Outer Space [COPUOS], 2017a）。新しい宇
宙経済は、人類が新たな時代に突入するための、未来への通過経路である。
しかしながら、この移行が正しく行われなければ、惑星と人類の文明の長期
的持続可能性がリスクに晒されることになる、と警告される（Pelton: 91）。

現在の宇宙採掘企業は、いくつかの重要なポイントについて多様性に充ち
た視点を表している。ある者は月における採掘を構想し、他の者は小惑星で
の採掘に焦点を当てている。また、これらの宇宙採掘計画の潜在的ターゲッ
トも多岐にわたる。ある者は、揮発性物質、とりわけ、ロケット発射機のた
めの宇宙基地燃料スタンドを建設するために、水素と酸素に分解することが
できる水に焦点を当てる。また、ある者はヘリウム 3 同位体のような希少物
質の獲得を目指し、ある者は純度の高いプラチナで構成される小惑星の発見
を目指している。過去半世紀において、宇宙移動、宇宙居住、要求される仕
事を成し遂げられる人工知能ロボットは著しい進歩を遂げた。遠隔採掘のた
めの信頼できる低費用の宇宙移動システム、小さく低コストで洗練されたセ
ンサーとロボット装置を備えた宇宙船を創り出す技術、および、他の多数の
宇宙採掘を可能にする技術力は、現在開発中であるか、あるいは、それに向
けて準備が進められている（Pelton: 106; Chen et al.; Hein et al.）。

要するに、宇宙採掘は将来有望な未来産業・技術であるが、同時に、グロ
ーバルな紛争と闘いの根本原因ともなりうることを歴史が示している。

2．宇宙環境とその保護
初めて地球で大規模な採掘が着手されて以降、環境に対する予期せぬ重大

な影響が存在することが明らかになった。過去数十年にわたる環境運動の増
加により、これらの問題に関する調査が盛んに行われるようになった。採掘
業者は、規制と世論により、生産方式を変更することを余儀なくされた。地
球に近い小惑星や他の天体が探査され、最終的に資源採掘がなされるならば、
この新たなフロンティアにおける事業に対する類似の議論が生じるであろう。
宇宙における採掘から環境被害が生じるかどうか、検討されなければならな
い。また、長期居住が企図されているならばより厳格な調査がなされなけれ
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ばならない（Committee on the Peaceful Uses of Outer Space [COPUOS], 
2017a）。

Almár によれば、太陽系の環境を注意深く保護する考え方が「宇宙環境
主義」（astroenvironmentalism）と呼ばれ、惑星探査・開発計画に対して善
悪の判断をする。惑星資源の未来の開拓者と惑星環境保護者の天文学者の間
には根本的な対立がある。惑星開拓者が、自身の活動が環境に与える影響を
十分に問題にせず、天体の原初の表面や表面近くの部分を保護しないならば、
未来の世代の天文学者が、惑星、小惑星、衛星の起源と進化に関する極めて
重要な現場証拠を使えなくなるであろう。任務の影響とそれによって得られ
る科学的結果・利益の間にバランスが見出されなければならない。いかなる
利益をもたらす可能性があるとしても、環境に対して十分に有害な一定の活
動は規制され、禁止されなければならないであろう（Almár: 1577–78; Hlimi: 
445–449; Mac Whorter）。

宇宙活動は、調査研究、産業活動、植民地化と惑星地球化、自由競争の４
つのカテゴリーに分類される。第一に、現地調査は常に一定量の汚染を伴う。
概して、天体や地球に汚染をもたらさない生産がなされなければならないが、
月、金星、火星の表面にはすでに大量の宇宙ゴミが存在する。第二に、中規
模の地表採掘により、天体の地表全体が変容し破壊されるおそれがある。火
星の衛星フォボスはそのような採掘の理想基地と考えられているが、表面に
特殊な溝がある太陽系の中で特殊な存在である。地球における経験が示すよ
うに、探査が開発に代わると環境は傷つき悪化する。第三に、植民地化と惑
星地球化は、人間が居住できるように惑星の環境を変えることを意味する。
活動的な生物圏が存在する惑星と比べ、生命が存在しない惑星は本質的価値
が低いのか。資源が入手可能な天体にアクセスし、それを使用するべきか、
あるいは、あるがままに放置しておくべきか。第四に、「最初に辿り着いた
者は何でも好き勝手にする権利がある」とする自由競争においては、天体全
体の破壊に至り、未来における調査研究の可能性を奪うことになる。宇宙の
自由競争は大規模な損害と危険を生み出すであろう（Almár: 1578–79）。

宇宙開発においても、環境保護に対する配慮がなされなければならない時
が来た。「月協定：月その他の天体における国家活動を規定する協定」（1979 
Moon Treaty: The Agreement Governing the Activities of States on the 
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Moon and Other Celestial Bodies）は、いかなる国家あるいは民間機関も私
用に供するために共同所有する権利を持たない、という概念を基礎としてい
る。「人類の共同遺産」（Common Heritage of Mankind）原則がこの考え方
の基礎にある。しかしながら、最近の 2 つの例は、実際にはこれらの原則が
尊重されていないことを表している。民間の Artemis Society は、興味のあ
る人々を対象とする月旅行を企画しているが、月に対するビジネス的関心は、
許可も得ず、権利と義務に関する認識もなく高まっている。SpaceDev は、
小惑星を調査し、最終的には資源を採掘するために、民間の宇宙開発を開始
する計画を立てている。無許可かつ原則を無視する宇宙開発は、将来に向け
て危険な事例となるであろう（Almár: 1579; Krolikowski et al.）。

保護メカニズムのフレームワークとして、「特定科学関心地域指定」ある
いは「国際的科学保存地域」が検討されている。荒野エリアの私的所有を禁
止する宇宙空間環境保護法体制を構築することは、荒野原則の基本である。
そのようなシステムを現実化するためには有効な法的枠組みが必要であり、
21 世紀にあちこちの天体で大規模な産業活動が行われれば、有害な影響が
生じるであろう。「宇宙空間荒野」を保護するためには、国際的な環境保護
条約・協定が必要である。保護を必要とする特定環境のニーズに応じるため
に、これらの原則を適用するための基準が作成されなければならない

（Almár: 1580）。
要するに、宇宙開発に環境保護の関心を向けなければならない時が来た。

宇宙空間における適切な環境保護法体制を構築するためには、荒野エリアの
私的所有を禁止することは荒野原則の基本である。

3．宇宙中心主義：フロンティアの搾取から宇宙正義システムへ
「人類は、地球外資源を搾取（採掘・利用）し、地球外環境を変える権利

があるのか」という重要かつ根本的な問題提起がなされる（Billings）。
21 世紀になり、政治家とその支持者は、探査のための準備として、また、

太陽系を私的所有要求、資源採掘、営利的開発に開放する手段として、「月‒
火星物体」（the Moon-Mars thing）の概念化を促進した。ある宇宙支持者
は太陽系を何でも揃う食料品店に例える。この見方によれば、「最初に店に
行く手段を持つ者はあらゆる物を手にすることができ、遅く着いた者は何も
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手に入らない」ということであり、帝国主義の特質をもったシステムのよう
である。この宇宙支持者のレトリックは、物質主義、消費主義、超消費は太
陽系にも拡張する価値がある、ということを当然のことと考える。これらの
支持者によって推進される宇宙空間概念は、太陽系とその先に広く開かれた
宇宙、無限の資源、という考えを具体化する（宇宙フロンティア）。この宇
宙フロンティア・レトリックは、開拓者、農場、所有権主張、征服のような
イメージを伴い、米国の歴史において継続してきたものであり、フロンティ
アのメタファーは宇宙開拓のレトリックの中心をなしている（Billings; 
Weeks: 171–179; Coradini）。

しかしながら、現在では、「荒野の保護」（wilderness protection）、すな
わち、宇宙における保護・保存に関する科学的法的倫理的配慮の運動が、惑
星保護政策と交差するようになった。米国航空宇宙局（NASA: National 
Aeronautics and Space Administration）と国際宇宙空間研究委員会（Com-
mittee on Space Research）は、長年継続している国家的ならびに国際的惑
星保護政策を持ち、太陽系実地踏査任務が、地球の生物学的汚染物質が地球
外環境に運び込まれるのを防ぎ、また、太陽系のサンプルを持ち帰る際に、
地球外生物学的汚染物質が地球に運び込まれないように、処置するよう指揮
するようにしている。これらの政策の理論的根拠は、科学的探査のために地
球外環境を原初状態のまま保持することにある。荒野メタファーは、環境保
護・保存の価値観を宇宙開拓に応用する「宇宙環境保護主義」（astroen-
vironmentalism）の考えの下で、宇宙をフロンティアと考えることに代わる
ものとして提示されてきた。太陽系を搾取するためのフロンティアではなく
保護するための荒野として取り扱うことにより、環境に対する危険、人工的
なごみ、核兵器、原子力を宇宙から排除し、民間や国家の財産要求を禁止す
ることができるであろう。「私たちが地球で行った過ちを宇宙で繰り返して
はならない」ということが最も重要である（Billings; National Academies of 
Sciences, Engineering, and Medicine; Block: 287–288）。

体系的観点から考えるならば、持続可能性はガイア巨大システムにおける
人と自然のダイナミックな平衡および両者の共進化にとって自明の条件であ
る。これは、実践レベルでは、すべての公共政策と社会的実践の調和、及び、
人工システムと生態系の共進化を確実にすることへの転換の要求として理解
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することができる（Aganaba: 35）。
要するに、「宇宙資本主義」は、民間機関による宇宙開拓・搾取の効率性

を擁護する。彼らは、市場原理で動く民間のイニシアティブが、宇宙におけ
る高まる競争と重要な資源獲得を通じて、主導権を握るべきであると考える。
宇宙には、地球の多数の希少な天然資源を補給するのに十分な巨大な金鉱床
がある。水は宇宙船の燃料になる水素と酸素に分解でき、地球で枯渇しつつ
あるプラチナや他の貴重な金属のようなレアメタルが存在する。ほとんど無
限の可能性が開かれている新しいフロンティアとして宇宙を見なければなら
ない、と主張される。

これに対して、宇宙環境保護主義は、宇宙開拓、商業主義、軍事化の発展
に、環境保護・保存の価値観を対置させる概念である。天体を征服されるフ
ロンティアではなく保護が必要な原初の荒野として宣言することは、宇宙環
境保護主義の目標のリストに掲げられている。何世紀もの間、驚異と感動の
源であった宇宙空間は、それ自体と未来の世代が享受できるようにもともと
の原初状態が保持されなければならない。

最後に、近年における宇宙開拓の動向、宇宙資本主義に対抗し、新たな学
問領域である「宇宙グリーン犯罪学」を創出しなければならない。人類は地
球の環境と生態系を廃墟にし、さらに、地球の周囲の宇宙や探査機を着陸さ
せ、調査をしている月、火星他の惑星、小惑星を宇宙ゴミで汚染し始めてい
る。私たち人類には、探査、採掘、宇宙植民などの宇宙活動により、他の天
体（月、火星、小惑星など）や宇宙空間を汚染する権利はない（Takemura, 
2019b）。

Ⅷ　システムの因果関係の複雑性：偶発性とバタフライ効果

1．因果関係複雑性、複数の効果、閾
複数の効果と閾を扱うには、「複雑性」に関する知識が必要である。有害

因子と危害の因果関係はこれまで考えられていたよりもより複雑で、それは
危害を最小化するための実践と関係する。多くの危害は、独立あるいは共働
して作用する共因性因子によって惹起される（European Environmental 
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Agency, 2013a: 674; National Honey Bee Health Stakeholder Conference 
Steering Committee; Conte et al.）。

いくつかの事例では、危害を惹起するのは、必ずしも量ではなく、有害因
子に対する暴露のタイミングである。危害は、とりわけタイムリーな因果的
連鎖で作用する他の有害因子によっても惹起され悪化する。低露出が高露出
よりも有害となる場合、あるいは、個々の独立した有害因子と比べ、有害因
子が混合してより有害になる場合もある。既存のストレス・レベル、遺伝的
特徴、エピジェネティクスの違いにより、多様な人、種、生態系において、
同一の有害要因からの影響の受け易さに差異が生じる。この違いは、閾（th-
resholds）あるいは「転換点」（tipping point）暴露における差異に至り、あ
る暴露集団あるいは生態系では危害が明白になり、他の暴露集団・生態系で
はそうでないことになる。システムの特定のレベルでしか発生せず、システ
ムの一部の分析では予測できない有害な影響が存在する（European En-
vironmental Agency, 2013a: 674）。

また、複雑な生物学的・生態学的システムに関する知識の増加により、実
践的な関係が明らかになった。第一に、危害を回避するための時宜を得た行
動を正当化することができ、単一の物質や有害要因が危害を惹起することを
証明する説得力のある証拠を確立するのは非常に困難である。第二に、複雑
性から不整合が予測されるように、研究結果間における整合性の欠如は因果
関係の可能性を退ける強力な理由ではない。第三に、１つの共因性因子に対
する有害な暴露を減らすことは、他の多数の因子によって惹起される包括的
な危害を必ずしも大幅に減少させないが、複数の因果関係のうちの一つの関
係を取り除くことにより多大な危害を減じることがあり得る（European 
Environmental Agency, 2013a: 674）。

要するに、システムの因果関係の複雑さを分析し、巧みに操縦するには、
「より全体的で学際的なシステム科学」（more holistic and multi-disciplinary 
systems science）が必要である。化学的及び他のストレス要因による人々
と生態系への複数の効果、それらの累積効果、化学的代替産物、それらの混
合効果を早期かつ体系的に解明することには現実的な利益がある（Europe-
an Environmental Agency, 2013a: 674; Khoury et al.）。
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2．環境・健康研究の再考と拡充
欧州環境機関（EEA: European Environment Agency）によれば、グロ

ーバルな環境問題に本来的な「複雑性」「相互接続性」「複数の因果関係」
「不確実性」について認識すればするほど、科学ができることとできないこ
とについてより謙虚になる。公共政策を支援する統合的な環境科学アプロー
チへの移行が必要であり、そこでは体系的な考察と早期の警告が特徴となる。
より全体的で学際的な科学研究により、社会生態学的システムの本質的な複
雑性に適合する環境科学が必要である。そのような科学は、より長期の時間、
より多くの端終点、複数の因果関係を包含する（European Environmental 
Agency, 2013a: 676）。

また、リスク評価の質と価値を向上させなければならない。欧州環境機関
によれば、不知、不確定性、偶発性という不可避の特徴を有する複雑性の問
題を狭隘なリスク概念を以って取り扱うのは不適切である。生物学的生態学
的技術的システムの複雑性に関する認識の増大により、リスク評価に用いら
れる単純な方法、モデル、前提の妥当性と普及に異議が唱えられる。例えば、
多くの生態系におけるように、複数の因果関係が現実である場合に、単一の
因果関係を仮定することはあまりに単純化しすぎる。すべての化学物質への
暴露の場合のように、混合が存在する場合、単一の物質の検証は不適切であ
る（European Environmental Agency, 2013a: 676–677; Blacquière et al.）。

要するに、欧州環境機関の結論によれば、何が知られ何が知られていない
か、および、不確実性と不一致に関して透明であることの価値は同様に適切
である。科学的結論は同意が存在しないのに存在するように表現されてはな
らない。本質的に、科学は批判的評価に立って進歩する。いくつかの事例に
よれば、代替的方向性・選択というより広範な視野を決定前に入手できるが
ため、不一致は決定者にとって助けとなる（European Environmental Agen-
cy, 2013a: 677–678）。

Ⅸ　結論

科学技術と社会発展の黎明期および全盛期には、眩いばかりの夢と希望に
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溢れ、輝かしい未来が期待された。しかしながら、数十年、数百年後の現在、
環境と生態は、汚染と汚濁、悪化と破壊、被害と危害、苦悩と悲哀に充ち溢
れている。「ユートピアに向かう輝かしい希望」は「ディストピアに陥った
暗黒の絶望」に変わった。

第一に、資本主義的生産様式において、科学技術の進歩とともに、大量の
有害物質を用いて天然資源を掘り出し、集約的な生産と大量の消費が指数関
数的に増加するがために、環境・生態の悪化、破壊、被害が著しく加速され
る。グリーン犯罪学の政治経済的生態的視点からこれらの現象に焦点を当て
るならば、それらの発生メカニズムを探求し、それらに対する対抗策を講じ
る方法は根本的に変えられなければならない。

生産と消費の「トレッドミル」（踏み車：無端ベルト回転装置）のために、
環境や生態の負荷となる化学的汚染有害物質が自然に過度に投入され、天然
資源から物質やエネルギーが徹底的に抜き取られる。その結果、環境・生態
系がダメージを受け、悪化・破壊し続ける。最高技術水準の原子力発電所に
関して、科学技術の最も洗練された技術の統合体でありながら、使用済み核
燃料廃棄物の深地下処理の長期的安全性に対して多数の疑念が抱かれている。
これまでのところ、この問題の解決方法には進展が見られない。また、科学
技術の進歩と社会の発展の名の下で、工業化・産業化が雪だるまのように駆
り立てられてきたがために、環境と生態系は絶望の奈落に突き落とされた。
現在、上述のような致命的な危機に直面しており、科学技術の使い方、社会
発展のあり方、生産と消費がどうあるべきか、について根本的に考え直し、
環境と生態の保護と持続的発展に基づく生活スタイルを保持するようにしな
ければならない。

第二に、「複雑系動態的グリーン犯罪学」（complex dynamic green crimi-
nology）の概念と方法を用いて、人間の活動と環境・生態の被害、悪化、破
壊の複雑かつ不確実な関係が考察されなければならない。その上で、環境保
護が進み、人間が安心・安全な環境に生活する権利を享受でき、人間以外の
種が被害と絶滅を回避し、地球、他の惑星、地球外宇宙の清浄が保持される
ような生産・消費システムを構築するための基本的な理念と活動計画が提案
されなければならない。

環境・生態に対するグローバルな犯罪・危害の現状を克服するために、有
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害な因子とその結果の間の複雑な因果関係を捕捉するばかりでなく、環境・
生態系を複雑システムとして考察しなければならない。より詳細には、
a）単一の有害要因が線形的に有害な結果を生むのではなく、多様な有害要

因が、複雑な関係の中で非線形的に作用し、複合的な有害結果を生み出す、
b）一つの有害要因を排除することにより、多数の補因子により惹起された

複数の有害な結果の発生を阻止することは必ずしもできないが、多数の因
果連鎖の一つを排除することにより、複数の有害な結果を減じる可能性は
ある、

c）因果連関とシステムの非線形性、複雑性、偶発性に基づいて、環境・生
態に対する犯罪・危害の発生メカニズムと対策に関する研究と政策立案は
なされなければならない。
最後に、地球とその周囲ばかりでなく宇宙・多次元宇宙全体における環

境・生態が、地球、太陽系内外の宇宙空間、深淵宇宙の人類とそれ以外の種
の未来世代のために清浄に保たれなければならない。

【注】

1）	 本稿は、JSPS 科研費基盤研究（C）「科学技術の発達と社会の発展による

環境・エコ犯罪とその対策に関する調査研究」（課題番号 15K03181）の研

究成果の一部である。
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